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調査の嚆矢とされる Charles Booth によるロンドン貧困調査は，19世紀末のことである14）。
組織における管理の一般原理とその職能を明らかにしたのは，Henri Fayol であり15），Freder-
ick Taylor によって科学的管理法が明確化された16）。その後，先進諸国では科学的で客観的
な行政運営に対する関心は隆盛を迎え，Harold Lasswell や Yehezkel Dror らが政策科学を




1980年代からアングロ・サクソン諸国で始まった NPM（New Public Management）は，
社会状況や成果を客観的に把握し，科学的で合理的な意思決定を行う行政運営を目指すもので
あった20）。Hood によれば，NPM には 7つの要素がある21）。第 1は，専門家による実践的な
経営である。第 2は，業績に関する基準と指標の明示である。第 3は，結果に基づく統制の












ized Controlled Trial）の利用が主張され，EBM（Evidence Based Medicine：エビデンスに




いていたことが，EBPM 推進の原動力となった。英国の EBPM が本格的に開始されたのは，
1997年のブレア労働党政権下である。その後の保守党政権でも継続され，政党を超えて推進



















て 80年代以降の NPM の流れの中で，1993年の GPRA（Government Performance and Re-
sults Act：政府業績結果法）が成立する。これによって業績測定による評価が制度として確
立した。GPRA は政権交代に関係なく継続されており，現在でも各部局で評価結果が公表さ
れている27）。さらに，2016年に CEP（Commission on Evidence Based Policymaking：証
拠に基づく政策形成委員会）が設置され，党派を超えて EBPM の仕組みを構築するための研
究が進められた。2017年 9月に最終報告「The Promise of Evidence-Based Policymaking」
を提出し，政策研究とデータ整備を推進する体制の構築などを提言した28）。この提言を受け，
2018年に「Evidence Act（Foundations for Evidence-Based Policymaking Act：証拠に基
づく政策形成基盤法）」が成立し，2019年 1月に施行された。






































（出典）Oxford Centre for Evidence-based Medicine Levels of Evidence33）及び
Cochrane Library34）から筆者作成。

































（出典）「平成 30年度内閣府本府 EBPM 取組方針」37）より筆者改作。
我が国における EBPM の普及方策（藤田大輔）
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された「世界最先端 IT 国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画」52）や，2017年第 9回経
済財政諮問会議においても EBPM に対する期待が見られ53），この時期以降，EBPM に対す
る注目度は非常に高くなった。
（2）現状と課題












































普及したのである。したがって，我が国で EBPM を根付かせるためには，行政官僚に EBPM
が受容される環境を整えることが基本となる。














EBPM が PBEM になっては本末転倒である。その意味で，EBPM に対して第三者的立場で


























的対話による EBPM の制度構築こそが，長い目で見れば，EBPM を我が国に根付かせる処
方箋になるだろう。
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